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内閣府地方創生推進室  

 

臨時交付金を活用した事業の実施状況及びその効果に関する 

公表状況調べの結果について（周知） 

 

今般、「臨時交付金を活用した事業の実施状況及びその効果に関する公表状況調べ（依頼）」

（令和５年１月６日付け事務連絡）により調査させていただいた各地方公共団体における

臨時交付金を活用して実施した事業の実施状況及びその効果に関する公表状況について、

調査結果を取りまとめたので、今後の業務の参考とされるよう周知いたします。 

臨時交付金は、地域の実情に応じて必要な事業をきめ細かく行えるよう、新型コロナウ

イルス感染症への対応として必要な事業であれば、自由度高く活用が可能な制度であるこ

とから、その使途や効果について各地方公共団体が地域住民等に公表することは、臨時交

付金制度について国民にご理解を得ていく上で、極めて重要であると考えています。 

このため、制度創設当初に発出した「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付

金について」（令和２年５月１日付け事務連絡）より、各地方公共団体において、事業終了

後に、臨時交付金を活用して実施した事業の実施状況及びその効果について公表するよう

要請してきたところです。 

令和４年１２月には、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金制度要綱（令

和２年５月１日付け通知）を一部改正し、交付対象事業の実施状況及びその効果について、

地方公共団体はインターネット等の利用により公表するよう制度化したところです 

各地方公共団体におかれては、令和４年９月２日付け事務連絡の公表事例も参考とし、

適切な方法により、事業の実施状況及びその効果の検証を公表されるようお願いします。

特に、令和２年度中に完了している事業について、未公表の地方公共団体におかれては、

原則、令和４年度中に公表されるようお願いしていたことから、速やかに公表をお願いし

ます。また、令和３年度中に完了している事業については、原則、令和５年度中に公表さ

れるようお願いします。さらに、令和４年度以降に完了する事業については、原則、事業

完了の翌年度中に公表されるようお願いします。 

なお、公表状況については今後も適宜、調査を実施しますので、ご承知おきいただくと

ともに引き続きご協力のほどよろしくお願いいたします。 

また、都道府県におかれましては、貴管内市町村へもこの旨周知されますようよろしく

お願いいたします。 

 

御中 


